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環境管理システムの現状と将来像

環境管理に関する国際規格や条約と,国内法令の整備･強化,環境維持に対する世論の高まり,企業戦略としての環境管理の強化などに伴い,

情報制御システムによる環境管理支援技術も新たな展開の時期を迎えている｡従来,他の業務と同列の位置づけであった環境管王里は,将来はす

べての業務の基本となる｡

環境管理の国際規格ISO14001が発効して2年弱が経

過し,認証取得サイトも順調に増えている｡環境管理の

重要性が認知され,製造業以外の業種や地方公共団体で

もシステムの構築が相次いでいる｡

環境管理は特別なプラスアルファではなく,日常業務

の中に組み入れられた必須の要素となりつつある｡

さらに,1997年の｢気候変動枠組み条約第3回締約国

会議(COP3)+で決められた,温暖化ガス排出削減強化

や,OECD(経済協力開発機構)によるPRTR(環境汚染物

質の排出･移動登録)の実施軌告など,範囲の拡大,精度

のl言-=二および新たな切り口の追加を伴う環境管理が求め

られている｡

H巾二製作所は,従来,情報制御の分野でさまざまな環

境管理支援製品を開発しており,最近の状況に対応する

ためにラインアップの拡人･機能強化を図っている｡具

体的にあげると,環境マネジメント支援ツール``EcoAs-

sist''の強化,廃棄物管理システムの充実,リサイクル年

産体系への対応などである｡今後も環境管理システムが

企業経営のための基幹システムであるとともに,必須の

社会的インフラストラクチャーでもあることを念頭に置

き,適切なソリューションを提案していく考えである｡
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はじめに

地球環境問題への認識が深まるにつれて,環境管理の

役割が重要度を増し,対応範囲も広がってきている｡

ここでは,環境管理にかかわる最近の動向と,今後対

応が要求される項目について述べ,環境の維持･管理を

企業経営の重要なファクターとする環境経営トータルシ

ステムを提案する｡

環境管理の新しい流れ

環境管理にかかわる法規などで最近注目すべきものを

以下に示す｡

(1)｢エネルギーの使用の合理化に関する法律+の改正

1997年12月に行われた｢気候変動枠組み条約第3何締約

国会議(COP3)+で決定された温暖化影響ガス排出削減の

ため,いわゆる省エネルギー法の改正が準備されている｡

その骨子は,(a)トップランナー方式による自動車･家

電･OA機器のエネルギー効率のいっそうの改善,(b)第

二種分類の導入による省エネルギー指定工場の範囲拡大

である｡京都議定書に基づく民隼･産業の両分野での省

エネルギーの徹底により,1990年または1995年比で,2008

年までに6%の温暖化影響ガス削減を目指すことになる｡

(2)各種｢リサイクル法+の改止･制定と施行

1997年5月の容器包装の再使用に関する法律の改正,

あるいは,先般成立した｢特定家庭用機器再商品化法+

など,製品使用後の凹収が製造者の義務になりつつある｡

(3)ISO(同際標準化機構)の環境規格におけるLCA

(LifeCycleAssessment)関連規格の発効

LCAに関する国際規格の一部が1997年6月に発効し,

製品や材料などの生産から回収･再利用までの｢生涯の

環境負荷+を把捉したうえでの製品開発が求められるよ

うになってきている｡

(4)PRTR(Pollutant Release and Transfer Regis-

ter:環境汚染物質の排汁.･移動登録)の試行

PRTRの試行が開始され,潜在的なものも含めて環境

汚染物質の発生と移動についての登録が求められるよう

になる｡MSDS(MaterialSafetyDataSheet:物質の安

全情報シート)とともに,物質の化学情報の重要度が増す｡

(5)経済団体連合会の環境自主行動計画の発表

1997年6月に36業種137団体による環境自主行動規準

が発表された｡地球温暖化対策･廃棄物処理･環境管

理･海外事業活動での環境保全の4項目について定量的

な目標を掲げ,結果を毎年報告するよう求めている｡
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環境マネジメントのための情報化ツール

国際環境標準規格"ISO14001''の普及に伴い,環境マ

ネジメントが企業の重要な経営スキームとなる一方,担

当者の責務も増加しつつある｡

日立製作所は,社内ネットワークを用いて,環境マネ

ジメントに必要な情報やノウハウを共有し,従業員のパ

ソコンからデータ入力と文書の閲覧ができる環境マネジ

メント支援ツール``EcoAssist''を活用している｡このツ

ールの機能により,｢全員参加の形態+を無理なく作り上

げるとともに,毎年の維持審査の準備を含めた環境担当

者の工数を従来に比べてほぼ半減させている｡1997年4

月から年間ライセンス形式で社外向けに情報提供を開始

して以来,1年間で100件を超える契約が成立し,自治体

や商社,建設業など幅広い分野で,ISO14001認証取得と

維持の基幹システムとなっている｡また,1997年10月に

は,審査用ツールとして開発した"EcoAssist-Audit”を

審査員にも活用してもらい,ペーパレスでのISO14001維

持審査を初めて実現した｡

EcoAssistでは,環境担当者の業務に直接役に立つ最

新情報をインターネットを用いて提供することにより,

環境影響評価,法規調査,文書システム構築などを支援

することができる｡1998年4月からは,40万件の化学商

品の物性や安全性の検索機能をリリースし(オプショ

ン),MSDSの調査でも環境担当者を強力にサポートし

ている｡また,PRTRの全国的実施に備え,環境影響評

価の結果を利用して登録票を作成する機能を付け加える

など,環境担当者をより強力に支援できるようなバージ

ョンアップを継続している(表1参照)｡

表1 EcoAssistのバージョンアップ実績と計画

環境マネジメント支援ツール``EcoAssist”の機能増強の一覧を示

す｡環境管王里への新たな要求事項に対応するための項目のほか,環

境管王里のコスト低減を目的とした機能も含んでいる｡

追 加 機 能 リリース時期

40 万 件 の 化 学 物 質 検 索 1998年4月

L C A 計 算 同 上

D E M 計 算 同 上

P R T R 登 録 機 能 1998年】0月

リ モ ー ト 内 部 監 査 同 上

文 書 管 ‡里 機 能 強 化
同 上

(承訊 レビュー,文書検索,文書体系解析)

環 境 影 響 評 価 機 能 強 化
同 上

(カスタマイズ性強化 評価方式の自在化)

〉主:略語説明

DEM(DisassemblabilityEvaluation Method;分解性評価技術)
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製造プロセスでの廃棄物管理システム

廃棄物管理については,比較的早くから管理システム

が構築されてきた｡特に,産業廃棄物では｢マニフェス

ト+と呼ばれる処理伝票により,手作業が入るものの,

排出一搬送一処理の記録が残る管理が行われている｡

製造プロセスにかかわる廃棄物の発生は,操業状態に

大きく依存する｡生産管理機能との連携をとることで,

分別管理の実施や,コストの削減･処理に伴うリスク回

避などが可能になる｡

廃棄物管理情事削ま,廃棄物の種類によっては,排出･

移動がPRTRの対象となるなど,今後増大,複雑化して

いく と考えられる｡マニフェストも,この時代の要請に

こたえるため,大容量化や情報伝達の迅速化を図る必要

があり,さまざまな手段が検討されている｡従来の役割

に加えて,関連するシステムやマニフェスト間での情報

交換が行われ,よりきめ細い管理が可能となるものと思

われる｡

廃棄物の収集は,分別回収の進展に伴って複雑度が増

す｡(1)特定場所に多くの廃棄物を滞留させない,(2)1台

の収集車で同系統の種類の廃棄物を効率よく収集するな

どが,収集作業での重要ポイントとなってくる｡ニュー

ラルネットワークを応用した計画システムにより,廃棄

物の特性や発生時期･処理期限などに合わせ,なおかつ

コストの低い収集を行うことができる｡
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管理システム

A社固有情報

〕

リサイクル社会への対応

資源循環型の社会システムの構築を目指す｢インバー

ス･マニュファクチャリング･フォーラム+では,家電品

やパソコンなどのリサイクルを製品開発から処理まで一

貫して支援する手段の一つとして,製品の設計･製造･

処理などに関連した情報を効果的に提供,検索できる｢製

品環境情報システム+の開発を進めている(図1参照)｡

日立製作所はこの開発に参加し,必要データ枠組みの

提示と一部内容の提供を行った｡

使用済み製品の効率的リサイクルのためには,製品製

造側とリサイクル処理側との密接な連携が必須である｡

従来の枠組▲みでは,双方の情報提供が少ない,情報があ

っても入手困難などの理由で,連携が密接とは言い難か

った｡

そこで,製造側が製品の構造や材質などの情報を,処

理側が処理技術や実績などの情報を,それぞれネットワ

ーク上のデータベースに入力するシステムを構築した｡

このシステムは,広い意味での環境情報管理システム

の一部を成すものである｡利用者は,ネットワークを介

しで情報を入手するとともに,各作業に適したアプリケ

ーションソフトウェアで必要情報を加工し,目的とする

リサイクル業務を的確に行うことができる｡

このシステムにより,製造業者は設計段階で,部品メ

ーカーや処理業者から,環境影響度の少ない部品や処理
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C社

処理情報を活用した設計

･分解しやすい構造

･処理費の少ない材料を選択

/
環境関連

法規管理

システム

垂

□クライアントツール

三次元CAD情報
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∃
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･適切な手順を決定

･高品質の材料を回収
など

図1 製品環境情報システムの基本構成

関係者がコンピュータネットワークを通じて製品環境情報を相互に融通し,それぞれの業務に有効活用することを目標としている｡
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その他 ･文書管理 ･労務管理 ･従業員管理
･ユーティリティ管理 ･廃棄物管理

技術･実績情報を容易に人手することができる｡そして,

環境影響度が少なく分解性が高い,かつ処理常用の小さ

い構造や材料を使用した製品の開発が可能となる｡

一方,処理業者は,製造側提供の製品ごとの構造･材

質･工程データなどの設計･製造情報を容易に入手する

ことができ,適正かつ低コストの処理を行うことができ

る｡また,処理作業から得られるリサイクル実績を,次

世代製品の開発へ反映することもできる｡

このシステムは,2001年に施行予定の｢特定家庭用機器

再商品化法+順守のための必須技術として注目されている｡

環境経営トータルシステムの提案

環境管理の企業経営への影響は年々増大しており,こ

れからは,環境管理の巧拙が経営業績を左右する｡

ISOの環境規格をベースにして,環境管理の考え方を

企業活動の全分野に通用し,経営戦略の一環として｢環

境経営+の実現を目指すシステムを以下に提案する｡

システムの概念を図2に示す｡従来,環境管理システ

ムは,認証取得･維持を主たる目的として構築される場

合が多かった｡認証取得は重要なことであるが,それだ

けでは環境管理による企業の発展を期することはできな

い｡環境経営システムは,企業活動を支えるさまざまな

業務の計画･実行とその記録に閲し,持続可能性を実現

するための基本である,(1)ISO14001準拠,(2)資源生産性

追求の2項目に基づいた情報提供･業務管理を行い,そ

の結果を記録するものである｡特に,経≡哩･総務などの

管理部門の業務も対象とすることと,環境管理にかかわ

るコストを逐一把握することが大きな特徴となる｡この

ようなシステムを構築,運用することが企業競争力強化

の原動力となる｡必要機能を一部開発済みであり,鋭意

増強中である｡
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図2 環境経営システム

の概念

企業活動のすべての要素

に環境管理の枠をはめるこ

とにより,｢持続可能な生産

と消費+の実現に近づくこ

とになる｡

おわりに

ここでは,環境管理支援技術について述べた｡

環境管理への期待は,ますます大きくなっており,これ

を企業活動の根幹に据えることが,企業永続の必須条件と

なった観がある｡ここで述べた内容は,そのための支援技

術の一部である｡今後のリサイクル社会に向け,情報シス

テムの重要性は増大する｡リサイクル情報管理,汚染監視な

どの環境情報システムの開発により,｢持続可能な生産と消

費+の支援メニューの充実に努めていく考えである｡
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